
第45回定時株主総会招集ご通知
全研本社株式会社

新型コロナウイルスに関するお知らせ

目次

（ 証券コード：7371 ）

2021年９月28日（火曜日）午前10時

第1号議案 取締役６名選任の件
第 2号議案 補欠監査役１名選任の件

東京都新宿区西新宿八丁目 17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランド
コンファレンスセンター ルームA・B

書面による議決権行使期限
2021年9月27日（月曜日）午後6時10分

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、健康状態にかかわらず可能な限り会場へのご来場を見合わせていただき、書面による事
前の議決権行使をご検討くださいますよう強くお願い申し上げます。
また、当日は会場において、株主様の安全に配慮した感染防止の対策をいたしますので、ご協力賜りますようお願い申し上げます。
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証券コード 7371
2021年９月10日

株 主 各 位
東京都新宿区西新宿六丁目18番１号
住友不動産新宿セントラルパークタワー
全 研 本 社 株 式 会 社
代表取締役
社 長 林 順 之 亮

第45回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第45回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いた
だき、2021年９月27日（月曜日）午後６時10分までに到着するようご送付くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2021年９月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
２．場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランド コンファレンスセンター ルームＡ・Ｂ

３．目的事項
報告事項 １．第45期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第45期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 取締役６名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。
◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト（https://www.zenken.co.jp/）に掲載させていただきます。
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◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち「連結注記表」「個別注記表」につきましては、法令及び定款
第17条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.zenken.co.jp/）に掲載し
ておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の添付書類に
記載されている連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告を作成す
るに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 取締役６名選任の件
取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の

選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株 式 の 数

１
林
はやし

順之亮
じゅんのすけ

（1965年７月20日生）

1984年４月 インターナショナルラーニングシステ
ムズジャパンリミテッド

1992年３月 株式会社ライトスタッフ
1997年４月 株式会社アントレ設立 代表取締役

2001年12月 サイバーイ株式会社（現 当社）
事業部長

2004年11月
株式会社平成健康物語設立(現 株式会
社シェアリング・ビューティー)
代表取締役

2006年１月 当社入社
2013年10月 当社常務取締役
2014年６月 当社代表取締役社長（現任）

2015年７月 ハピライズ株式会社
(現 株式会社サンマリエ)代表取締役

1,388,900株

２
鷲
わ し や
谷 将樹

ま さ き

（1982年１月９日生）

2005年12月 監査法人トーマツ
（現 有限責任監査法人トーマツ）

2015年１月 株式会社インデックス
2017年４月 当社入社経営企画部長
2019年９月 当社取締役管理本部長（現任）

99,600株

３
松
まつしま
島 征吾

せ い ご

（1973年11月19日生）

1994年４月 株式会社ライトスタッフ
2005年６月 当社入社
2006年12月 当社営業部長

2016年５月 当社取締役eマーケティング
事業本部長（現任）

292,300株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株 式 の 数

４
上
うえおく
奥 由和

よしかず

（1968年６月10日生）

1997年７月 株式会社ワット・トラベル
（現 エキサイトT&E株式会社）

2002年４月 株式会社エル・インターフェース
2005年２月 当社入社

2019年６月 一般社団法人海外留学協議会
理事（現任）

2019年９月 当社取締役リンゲージ
事業本部長（現任）

92,100株

５
松
ま つ お
尾 陽二

よ う じ

（1987年９月９日生）

2012年２月 株式会社アトラ 取締役

2013年７月 株式会社KRESKI CORPORATION
代表取締役

2014年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー・
インコーポレイテッド・ジャパン

2015年４月 株式会社サイシード
代表取締役（現任）

2016年５月 当社取締役（現任）

2017年４月 株式会社プロジェクトカンパニー
取締役

2018年11月 WE-R１株式会社 取締役
【重要な兼職の状況】
株式会社サイシード代表取締役

112,100株

６
増
ますぶち
渕 勇一郎

ゆういちろう

（1972年４月22日生）

2004年10月 弁護士法人名川・岡村法律事務所入所
2009年７月 AZX総合法律事務所入所

2012年１月 AZX総合法律事務所
パートナー弁護士（現任）

2019年９月 当社取締役（現任）
【重要な兼職の状況】
AZX総合法律事務所パートナー弁護士

－株
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（注）１．増渕勇一郎氏は社外取締役候補者であります。
２．増渕勇一郎氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、弁護士としての経験・識
見が豊富であり、当社の論理に捉われず、法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性
をもって経営の監視を遂行するに適任であります。そのことにより、取締役会の透明性の向上及び監
督機能の強化に繋がるものと期待し、社外取締役候補者といたしました。

３．増渕勇一郎氏の社外取締役就任年数は、本総会終結の時をもって２年です。
４．当社は、増渕勇一郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
５．増渕勇一郎氏が社外取締役に選任され就任した場合、当社は同氏との間で、当社の定款に基づく責任
限定契約を継続する予定であります。この契約内容の概要は、会社法第427条第１項の規定により同
法第423条第１項に規定する損害賠償責任を同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度と
するというものであります。

６．各取締役候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しておりま
す。当該保険契約は、被保険者がその地位に基づく職務の遂行に起因して損害賠償請求がなされた場
合、被保険者が負担する法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害について填補の対象とするものであ
ります。各取締役候補者は、選任され就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いす

るものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社の

株 式 の 数

深
み や ま
山 美弥

み や

（1972年６月13日生）

2002年10月 検事任官（東京地方検察庁）

2013年７月 株式会社産業革新機構
コンプライアンス室長

2016年７月 検事退官
弁護士登録（第一東京弁護士会所属）
シティユーワ法律事務所（現任）

2018年４月 第一東京弁護士会常議員

2020年４月 関東弁護士連合会男女共同参画委員会
副委員長（現任）

2020年６月 一般社団法人
日本国際協力システム監事（現任）

2021年６月 東鉄工業株式会社
社外取締役（現任）

【重要な兼職の状況】
シティユーワ法律事務所 弁護士
東鉄工業株式会社 社外取締役

－株

（注）１．候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．深山美弥氏は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、同氏が監査役に就任の際は、東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出る予定であります。
３．深山美弥氏は、東京地方検察庁検事等を歴任後、現在は弁護士として活躍されており、法曹界におけ
る豊富な経験と識見を有しております。当該経験・識見を活かして監査役としての職務を適切に遂行
いただけるものと判断し、監査役候補者としております。

４．深山美弥氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項に規定する損害賠償責任を同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限度とする責任限定契
約を締結する予定であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しておりま
す。当該保険契約は、被保険者がその地位に基づく職務の遂行に起因して損害賠償請求がなされた場
合、被保険者が負担する法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害について填補の対象とするものであ
ります。深山美弥氏が監査役に就任した場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。

以 上
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（添 付 書 類）

事 業 報 告
（2020

2021
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染
拡大に伴う二度の緊急事態宣言の発令等の影響により、国内経済活動は大きな影響を受けて
おり、国内景気や企業収益に与える影響については依然として先行きの見通しが不透明な状
況が続いております。
このような状況のもと、当社グループにおきましても、ITセグメント（コンテンツマーケ

ティング事業、メディア事業、AI事業）と語学セグメント（法人向け語学研修事業、英会話
スクール事業、留学斡旋事業、日本語教育事業）を中心に新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）拡大の影響を一定程度受けておりますが、当社グループが持つ「IT」「語学」
の各事業の強みを活かし、グローバル・インバウンド（日本国内における国際化）に向けた
事業展開を推進してまいりました。
この結果、当連結会計年度の売上高は6,216,577千円（前期比6.7％増）、営業利益は

1,273,823千円（前期比68.8％増）、経常利益1,320,014千円（前期比74.9％増）、親会社
株主に帰属する当期純利益は956,803千円（前期比153.6％増）となりました。

〈ITセグメント〉
当社グループのITセグメントが属するインターネット広告の市場規模は2020年におきま

しては、約２兆2,290億円（前年比5.9％増）となり、日本の総広告費が６兆1,594億円
（前年比11.2％減）と東日本大震災の2011年以来、９年ぶりのマイナス成長となるなか、
社会のデジタル化加速が追い風となり、高い成長を示しております（出所：株式会社電通
「2020年 日本の広告費」）。当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の影響による事業者の営業自粛等により、インターネット広告業においても、
売上高が落ち込んでおりましたが、第２四半期以降回復基調となりました（出所：経済産業
省特定サービス産業動態統計調査）。しかし、緊急事態宣言の再発令や、変異ウイルスの拡
大、ワクチン普及の遅れ等の懸念材料を抱えており、依然として先行きは不透明な状況にあ
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ります。なお、引き続き当該市場では、動画広告市場の拡大や、スマートフォンを中心とし
たデバイスの多様化、SNSの普及等、広告主のターゲットとするユーザーに対し、適正にア
プローチできる広告サービスが期待されております。
このような状況のもと、主力事業であるコンテンツマーケティング事業では、450を超え

るメディアを公開するとともに、1,300を超えるメディアを運用し、業績は堅調に推移しま
した。これは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大の影響を受けつつも、
住宅業界に対する売上高が堅調に推移するとともに、首都圏を中心とした営業活動からオン
ラインを活用した地方への営業エリアの拡大により、新たな顧客の獲得につながったことに
よります。また、AI事業において、子会社である（株）サイシードが開発した新型コロナウ
イルスワクチン接種専用予約管理システムを2021年３月から提供を開始し、当連結会計年
度において２億２千万円の売上を計上しております。2021年６月末時点でのシステム提供
自治体は150以上にのぼり、度重なるアクセス集中に対して一度もシステム停止を起こすこ
となく、接種の円滑な運営に貢献しております。
その結果、売上高は4,645,828千円（前期比11.6％増）、セグメント利益は1,642,806千

円（前期比12.4％増）となりました。

〈語学セグメント〉
当社グループの語学セグメントが属する語学教育業界においては、新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の影響を大きく受けて対面型の研修等は難しい状況が継続しておりまし
た。また、各国政府による外出制限や渡航制限などの措置が継続されており、留学生の出入
国に関しても厳しい状況が続いておりました。そのため、対面型の法人向け語学研修事業、
英会話スクール事業を中心に「新しい生活様式」に対応すべく事業活動を継続しました。具
体的には、当社グループにおけるITの知見を活用し、従来の対面型の法人向け語学研修事業
からオンラインでの研修形態への切り替えや、今後の大学入試制度改革を見据えて開発・展
開している「中学・高校向けオンライン英会話授業」の推進を図ってまいりました。その結
果、2021年６月期のオンラインでのレッスン時間は、2020年６月期より26.0％増加しま
した。なお、当市場では、2020年度からの新大学入試制度での英語民間試験活用の見送り
がされたものの、次期学習指導要領施行を控え、英語４技能（聞く、話す、読む、書く）の
重視や小学校における英語学習の早期化等に対する保護者の関心が高まっているものと考え
ております。
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その結果、売上高は842,676千円（前期比27.1％減）、セグメント損失は38,584千円
（前期はセグメント損失84,503千円）となりました。

〈不動産セグメント〉
当社グループの不動産セグメントにおきましては、「全研プラザ」、「Zenken Plaza Ⅱ」

の賃貸を中心に行っております。「全研プラザ」については、2020年６月から賃貸を開始し
ており、当連結会計年度の不動産セグメントにおける売上高の伸長に寄与しております。
その結果、売上高447,703千円（前期比125.5％増）、セグメント利益は303,406千円

（前期比433.0％増）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度におきましては、主として、当社が所有するオフィスビル「全研プラザ」

の賃貸に伴い、空調設備の更新を行い47,166千円でありました。

（3）資金調達の状況
2021年６月16日をもって東京証券取引所マザーズ市場に上場し、公募増資により、総額

745,200千円の資金調達を行いました。
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（4）対処すべき課題
当社が対処すべき主な課題は以下のとおりであります。
① 人材の確保と育成

当社グループが、事業を拡大、経営の強化を実現していく上で、人材の確保・育成は不
可欠であります。広報活動による情報発信等を行い、優秀な人材が当社グループに対して
魅力を感じるようにするとともに、人材が最大限に能力を発揮できるような働き方や職場
環境作り等を通じ、中長期的な持続的成長を目指してまいります。

② 新規事業の展開
当社グループは、「そこにない未来を創る」ことを経営の「ビジョン」として掲げてお

ります。現在海外IT人材事業等の新規事業を展開しております。この事業では、国内で今
後見込まれるIT人材不足を解消するために海外のIT人材市場に着目しました。そこで当社
は、2019年にインドIT都市ベンガルールにZENKEN INDIA LLPを設立し、現地にある
工科大学と連携しました。そこでは、ジャパンキャリアセンターを大学内にオープンし
（2021年にはオンラインキャリアセンターもオープン）、現地の学生と日本企業のマッチ
ングを進めております。2021年６月の実績としては、現地29校と提携し、登録者数は
6,500人を超え、日本企業の採用企業数44社、採用実績は151人となっております。今後
は、IT人材不足に悩む全国各地の企業にも展開すると同時に、現地提携校と連携しながら
海外IT人材事業の登録者数を増大させ、事業を拡大していきます。
今後も上記事業のみならず、継続して新規事業の開拓と育成が必要と考えております。

そのためには社内リソースの活用だけではなく、外部リソースを活用することも重要と考
えており、事業提携やM&A等のあらゆる可能性を検討してまいります。

③ 内部管理体制の強化
当社グループが今後更なる業容拡大、継続的成長をするためには、リスク管理体制の強

化と、確固たる内部管理体制構築を通じた業務の標準化及び効率化の徹底が重要であると
考えております。当社グループとして、役職員のコンプライアンス意識の向上、当社連結
子会社並びに各事業の取引態様に即した内部管理体制を構築するなど、内部管理体制の強
化に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。
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（5）財産及び損益の状況の推移

区 分 第42期
（2018年６月期）

第43期
（2019年６月期）

第44期
（2020年６月期）

第45期
（2021年６月期）

売 上 高 － 千円 6,410,990 千円 5,827,437 千円 6,216,577 千円

経 常 利 益 － 千円 639,834 千円 754,598 千円 1,320,014 千円

親会社株主に帰属する当期純利益 － 千円 1,012,630 千円 377,223 千円 956,803 千円

１株当たり当期純利益 － 円 90.33 円 33.65 円 85.14 円

総 資 産 － 千円 11,326,625 千円 11,570,092 千円 13,506,420 千円

純 資 産 － 千円 8,633,649 千円 8,982,478 千円 10,679,327 千円

１株当たり純資産額 － 円 770.17 円 801.29 円 901.02 円

（注）１．当社では、当連結会計年度より連結計算書類を作成しております。なお、第43期及び第44期につ
きましては「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）に基
づいて連結財務諸表を作成しておりますので、参考までに当該数値を記載しております。
２．2020年５月23日付けで普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行っております。
第43期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を
算定しております。

（6）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社サイシード 80,000
千円

100.0
％ ITセグメント
その他
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（7）主要な事業内容
事 業 事 業 内 容

IT セ グ メ ン ト

・WEBの集客メディアのコンサルティング・制作・編集・運用までをワンスト
ップで提供するコンテンツマーケティング事業
・美容業界に特化した求人メディア「美プロ」の運営や、インドの学生と日本企
業をマッチングする海外IT人材事業等のメディア事業
・AIを用いたチャットボット「sAI Chat」や、ユーザーの入力した自然文（≒話
し言葉）を適切に捉え最適な回答を提示する「sAI Search」等を提供するAI事業

語 学 セ グ メ ン ト

・企業向け講師派遣事業や中学・高校向けオンライン英会話事業を提供する法人
向け語学研修事業
・社会人や学生を対象とした英会話スクール事業
・アメリカの大学への正規留学を主軸に、海外の大学の学位取得目的、海外の高
校の卒業等を目的とする留学斡旋事業
・日本語学校を運営する日本語教育事業

不 動 産 セ グ メ ン ト ・当社が所有するオフィス用ビル「全研プラザ」及び「Zenken Plaza Ⅱ」の賃
貸

（8）主要な営業所（2021年６月30日現在）
本 社 東京都新宿区

オ フ ィ ス

リンゲージ事業本部名古屋オフィス （愛知県名古屋市）

リンゲージ事業本部大阪オフィス （大阪府大阪市）

ｅマーケティング事業本部沖縄オフィス （沖縄県那覇市）

英 会 話 ス ク ー ル
銀座有楽町校 （東京都中央区）

横浜校 （神奈川県横浜市）

（9）従業員の状況
従業員数 前連結会計年度末比増減

443名 ０名

（注）上記の人数には臨時従業員の人数を含みません。
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（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 759,512 千円

株式会社三菱UFJ銀行 240,000 千円

２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 44,840,000株

（2）発行済株式の総数 11,852,400株

（3）株主数 4,825名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 澤 信 男 5,660,000 株 47.75 ％

林 順 之 亮 1,388,900 11.71

株式会社ＳＢＩ証券 448,700 3.78
ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ
ＬＩＭＩＴＥＤ ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡ

ＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ）
299,800 2.52

松 島 征 吾 292,300 2.46

楽天証券株式会社 221,500 1.86

本 村 建 121,900 1.02

松 尾 陽 二 112,100 0.94

保 科 衛 112,100 0.94

小 室 博 人 112,100 0.94

鈴 木 徹 112,100 0.94
（注）自己株式は保有しておりません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 林 順 之 亮

取 締 役 鷲 谷 将 樹 管理本部長

取 締 役 松 島 征 吾 eマーケティング事業本部長

取 締 役 上 奥 由 和 リンゲージ事業本部長

取 締 役 松 尾 陽 二 株式会社サイシード 代表取締役

取 締 役 増 渕 勇 一 郎 AZX総合法律事務所 パートナー弁護士

常 勤 監 査 役 保 科 衛

監 査 役 前 川 健 嗣 税理士法人未来会計社 代表社員
前川健嗣公認会計士事務所 所長

監 査 役 佐 藤 孝 幸
佐藤経営法律事務所 代表弁護士
株式会社メイコー 社外監査役
AI inside株式会社 社外取締役（監査等委員）
株式会社フィル・カンパニー 社外取締役

（注）１．増渕勇一郎氏は社外取締役であります。
２．前川健嗣氏及び佐藤孝幸氏は社外監査役であります。
３．監査役保科衛氏は、金融機関における長年の経験があるとともに、当社の管理本部長を経験してお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
監査役前川健嗣氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。
監査役佐藤孝幸氏は、弁護士として企業法務及び税務に精通し、米国公認会計士としての実務経験が
あり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．取締役増渕勇一郎氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
５．監査役前川健嗣氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
６．監査役佐藤孝幸氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。
７．取締役増渕勇一郎氏及び監査役前川健嗣氏並びに監査役佐藤孝幸氏は、東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員であります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425

条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
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（3）役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、全ての取締役及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定

する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約は、被
保険者がその地位に基づく職務の遂行に起因して損害賠償請求がなされた場合、被保険者
が負担する法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害について填補の対象とするものであり
ます。但し、被保険者の故意による背信行為、犯罪行為若しくは詐欺行為又は故意による
法令違反の場合等、保険契約に定められた免責事由に該当する損害は填補の対象となりま
せん。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担
はありません。

（4）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
① 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の金銭報酬の額は、2019年９月30日開催の第43回定時株主総会において年額
200,000千円以内と決議されております（使用人兼務取締役の使用人給与は含まない）。
当該定時株主総会終結時点での取締役の員数は６名（うち、社外取締役は１名）です。
監査役の金銭報酬の額は、2017年９月28日開催の第41回定時株主総会において年額

30,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は２名
です。

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社においては、株主総会において定められた報酬限度額の範囲内で取締役会の決議に

基づき代表取締役社長の林順之亮に一任し、代表取締役社長の林順之亮は、各役員の職務
の内容、実績・成果などを勘案して個人別の取締役報酬の具体的な支給額、支給時期等を
決定しております。これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ、各取
締役の担当業務の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからです。なお、管理
部門を管掌する取締役が報酬原案を作成する等、委任された権限が適切に行使されるため
の措置を講じております。
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③ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

76,260
（3,600）

76,260
（3,600） ― ― ５

（１）
監査役

（うち社外監査役）
10,860
（2,400）

10,860
（2,400） ― ― ４

（２）
（注）１．当事業年度末の取締役の人数は、６名であります。上記の取締役の支給員数には、無報酬の取締役１

名を除いております。
２．上記の監査役の支給員数には、2020年９月28日開催の第44回定時株主総会の終結の時をもって退任
した監査役１名を含んでおります。

（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況並びに
社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 増 渕 勇一郎
当期開催の取締役会21回全てに出席しました。弁護士としての専門的見地から適宜
発言を行っています。
弁護士としての豊富な経験・識見を活かし、取締役会において専門的見地から提言
を行い、経営の監督に適切な役割を果たし、期待に応えております。

監査役 前 川 健 嗣
当期開催の取締役会21回全てに出席しました。公認会計士・税理士としての専門的
見地から適宜発言を行っています。
同様に、当期開催の監査役会には、16回全てに出席しました。
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

監査役 佐 藤 孝 幸
当期開催の取締役会21回全てに出席しました。弁護士としての専門的見地から適宜
発言を行っています。
同様に、当期開催の監査役会には、16回全てに出席しました。
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000
千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 32,000

千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人から説明を受けた会計監査計画の内容、前年度の監査実績と監査報酬、
会計監査人の監査の遂行状況及び報酬の前提となる見積りの算出根拠などを精査した結果、会計監査
人の報酬等の額について同意いたしました。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新規上場に係る

コンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
会計監査人の解任につきましては、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいず

れかの事由に該当した場合、監査役会は監査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に勘案し

て、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該
決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。

2021年08月26日 16時40分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 19 ―

６．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

当社は、経営上重要な課題である取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制を整備するため、「内部統制システムの整備に関する基本方針」について取
締役会で決定し、厳格な運用を行うものとします。なお、本方針は当社の全役職員に適用さ
れるものとします。

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・当社は、法令を遵守し、社会規範に沿った事業活動を行うことを念頭に、企業理念や行
動指針を定め、業務を適正に遂行するためにリスク・コンプライアンス規程等の社内規
程の整備を実施し、周知徹底を図ります。
・前項のコンプライアンス体制の継続的な強化のため、リスク・コンプライアンス委員会
を設置し、必要な場合は社外専門家も含めた体制で関連制度の整備、見直しを行いま
す。
・内部監査室を設置し、コンプライアンスの状況について内部監査を行い代表取締役社長
に報告します。

・監査役は、取締役の職務執行、内部統制システムの整備・運用状況等を、独立した立場
で監査します。
・社内及び外部の法律事務所を窓口とする内部通報窓口を設置することにより、不正行為
について情報を迅速に把握し、対処することとします。
・反社会的勢力に対しては、弁護士や警察等と連携し、毅然とした態度で組織的な対応を
行うため、反社会的勢力対応規程を制定し、周知徹底を行っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会議事録を始めとする重要な文書及
び情報等を、法令及び「文書保管管理規程」等の社内規程に従って適切に保存・管理し
ます。取締役及び監査役は必要に応じこれらの書類を閲覧することとしております。

③ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制
・環境、災害、情報等、事業運営上の様々なリスクを把握し未然に防止するため、リス
ク・コンプライアンス規程を定め、リスク・コンプライアンス委員会を設置しておりま
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す。リスク・コンプライアンス委員会ではリスクの洗出し、未然防止策を構築するとと
もに、リスクが表面化した際の迅速な対応、再発防止も含めリスクを総括的かつ個別的
に管理します。情報セキュリティについては、関連規程を整備し、取締役及び従業員に
対し、情報の取扱い・漏洩防止について周知徹底しております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、毎月開催される取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し戦略決
定、重要な業務執行の決定等を行うとともに、取締役の職務執行を監督します。業務の
執行については、社内規程を定めることにより組織、業務分掌、職務権限等を明確に
し、権限の範囲内で迅速かつ適切な意思決定、職務執行を行うことにより、職務の効率
的な執行体制を確保します。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社は、子会社を統括する主管部署を定め、独立性を尊重しつつ連結会社経営に関する
社内諸規程に従い経営管理及び指導にあたり、原則として取締役や監査役を派遣して業
務の適正を確保します。
・子会社における経営上の重要事項に関しては、当社へ報告させるとともに、当社の事前
承認を要する事項について取決めして効率的な体制を構築します。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制
・当社は、財務報告の信頼性確保のため、代表取締役社長の指揮のもと、財務報告に係る
内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し必
要な場合は是正を行うとともに、金融商品取引法及び関連法令との適合性を確保しま
す。

⑦ 監査役の補助従業員に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
・当社は、監査役の求めにより監査役の職務補助に専従する従業員を配置するものとし、
当該従業員は専属として監査役の指揮・命令に従うものとします。なお、人事（評価・
異動等）については監査役の同意を得るものとします。当社は、従業員を含む監査役の
執行費用（設備・施設含む）について予算を策定します。
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⑧ 取締役及び従業員による監査役への報告体制等
・監査役は、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務執行状況を聴
取し、関係資料を閲覧することができます。
・当社及び子会社の取締役及びその他の役職者は、当社及び子会社の業務執行及び事業運
営上に重大な影響を及ぼすおそれのある重要事項、又は決定の内容及び結果について監
査役に報告するものとします。重要事項には、内部統制システムに関する事項も含みま
す。
・当社及び子会社の役職員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実が
あることを発見したときは、遅滞なく監査役に報告するものとします。また、報告を行
ったことを理由として、その報告者に不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社
及び当社子会社の役職員に周知徹底することとします。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は、代表取締役社長、会計監査人と定期的な意見交換を行うと同時に、内部監査
室と緊密に連携して業務を執行することとします。
・代表取締役社長との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び監査業務の品質向
上を図ります。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制
・反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問弁護士、警察等
の外部専門機関と連携し、解決を図る体制を整備します。

⑪ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
・取締役会（21回開催）を開催し、法令で定められた事項や各規程に基づく付議事項の
審議、決議及び報告を行っております。また、監査役会（16回開催）は、監査方針や
監査計画などを決定するほか、取締役の職務執行や法令順守について監査等を行ってお
ります。
・リスク・コンプライアンス委員会を開催し、内在するリスクの把握や顕在化する蓋然性
等を議論するなど、法令違反や不正行為等の早期発見や未然防止に努めております。ま
た、役員や使用人に対するコンプライアンスの理解を深めるため、リスク・コンプライ
アンス研修等を行っております。
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・関係会社管理規程に基づき子会社の経営管理体制を統括し、子会社の経営状況を当社役
員に共有しています。また、内部監査室は、子会社に対する監査を実施しています。
・監査役は、内部監査室から定期的に報告を受けるとともに、必要に応じて指示を出すな
ど組織的監査により内部統制システムが有効に運用されているか厳正にチェックしてお
ります。また、四半期に一度、監査法人より報告を受けています。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要事項の一つと認識しており、配当につい

ては、事業環境の変化や将来の事業展開に備えて内部留保の充実を図りつつ、今後の収益状況
の見通しなどを総合的に勘案して決定することを基本方針としております。
当社は、2021年６月16日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。これもひとえ

に、株主の皆様をはじめ、多くの関係者の皆様の長年に亘るご支援の賜物と心より感謝申し上
げます。
つきましては、株主の皆様に日頃のご支援に感謝の意を表すため、東京証券取引所マザーズ

への上場を記念いたしまして、また、事業活動も順調に推移していることから、2021年６月
期の期末配当において、１株につき普通配当８円と２円の記念配当を加えて１株当たり10円
とさせていただきます。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 4,934,002 流 動 負 債 1,666,640
現 金 及 び 預 金 4,189,529 未 払 金 328,686
売 掛 金 403,774 １年以内返済予定の長期借入金 148,488
た な 卸 資 産 72,974 未 払 費 用 90,137
そ の 他 267,724 前 受 金 651,581

未 払 法 人 税 等 313,431
固 定 資 産 8,572,417 賞 与 引 当 金 49,816
有 形 固 定 資 産 7,457,270 そ の 他 84,498
建 物 及 び 構 築 物 2,796,568
減 価 償 却 累 計 額 △1,395,076
建物及び構築物（純額） 1,401,491 固 定 負 債 1,160,452

工 具、 器 具 及 び 備 品 58,801 長 期 借 入 金 851,024
減 価 償 却 累 計 額 △40,463 長 期 預 り 敷 金 289,584
工具、器具及び備品（純額） 18,338 そ の 他 19,844
土 地 6,019,746
リ ー ス 資 産 67,445
減 価 償 却 累 計 額 △49,751
リ ース資産（純額） 17,693 負 債 合 計 2,827,093

そ の 他 20,666 （純 資 産 の 部）
減 価 償 却 累 計 額 △20,666 株 主 資 本 10,660,731
そ の 他 （純 額） 0 資 本 金 429,540

資 本 剰 余 金 613,510
無 形 固 定 資 産 657,594 利 益 剰 余 金 9,617,680
借 地 権 602,194 その他の包括利益累計額 18,595
そ の 他 55,400 その他有価証券評価差額金 18,595

投資その他の資産 457,553
投 資 有 価 証 券 84,766
繰 延 税 金 資 産 92,085
敷 金 217,510
そ の 他 133,279
貸 倒 引 当 金 △70,089 純 資 産 合 計 10,679,327
資 産 合 計 13,506,420 負債・純資産合計 13,506,420

2021年08月26日 16時40分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 24 ―

連 結 損 益 計 算 書
（2020

2021
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,216,577
売 上 原 価 2,463,914

売 上 総 利 益 3,752,663
販売費及び一般管理費 2,478,839

営 業 利 益 1,273,823
営 業 外 収 益
受 取 手 数 料 5,547
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,940
助 成 金 収 入 25,708
契 約 精 算 益 6,441
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 24,944
そ の 他 1,805 66,388

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,496
株 式 交 付 費 8,920
為 替 差 損 3,933
そ の 他 1,848 20,198
経 常 利 益 1,320,014

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 4,578
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 11,018
事 業 構 造 改 善 費 用 17,079 32,676
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,287,337
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 342,436
法 人 税 等 調 整 額 △11,901 330,534
当 期 純 利 益 956,803
親会社株主に帰属する当期純利益 956,803
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連結株主資本等変動計算書
（2020

2021
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

　 （単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
当 期 首 残 高 56,050 240,019 8,683,297 8,979,367
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 372,600 372,600 745,200
新株の発行（新株予約権の行使） 890 890 1,780
剰 余 金 の 配 当 △22,420 △22,420
親会社株主に帰属する当期純利益 956,803 956,803
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 373,490 373,490 934,383 1,681,364
当 期 末 残 高 429,540 613,510 9,617,680 10,660,731

　 （単位：千円）
その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,111 3,111 8,982,478
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 745,200
新株の発行（新株予約権の行使） 1,780
剰 余 金 の 配 当 △22,420
親会社株主に帰属する当期純利益 956,803
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,484 15,484 15,484
当 期 変 動 額 合 計 15,484 15,484 1,696,848
当 期 末 残 高 18,595 18,595 10,679,327
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貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 4,364,978 流 動 負 債 1,382,119
現 金 及 び 預 金 3,644,071 未 払 金 246,260
売 掛 金 315,036 １年以内返済予定の長期借入金 148,488
た な 卸 資 産 67,854 リ ー ス 債 務 25,476
前 払 費 用 71,353 未 払 費 用 87,117
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 74,876 未 払 法 人 税 等 280,607
そ の 他 191,785 前 受 金 488,579
固 定 資 産 8,825,729 預 り 金 42,738
有 形 固 定 資 産 7,456,015 賞 与 引 当 金 48,215
建 物 及 び 構 築 物 2,796,080 そ の 他 14,635
減 価 償 却 累 計 額 △1,395,043
建物及び構築物（純額） 1,401,036 固 定 負 債 1,187,852

工具、器具及び備品 54,342 長 期 借 入 金 851,024
減 価 償 却 累 計 額 △36,803 リ ー ス 債 務 15,000
工具、器具及び備品（純額） 17,538 長 期 預 り 敷 金 316,984
土 地 6,019,746 そ の 他 4,843
リ ー ス 資 産 67,445
減 価 償 却 累 計 額 △49,751
リ ース資産（純額） 17,693
そ の 他 20,666 負 債 合 計 2,569,971
減 価 償 却 累 計 額 △20,666 （純 資 産 の 部）
そ の 他 （純 額） 0 株 主 資 本 10,602,140

無 形 固 定 資 産 650,545 資 本 金 429,540
借 地 権 602,194 資 本 剰 余 金 613,510
ソ フ ト ウ エ ア 30,257 資 本 準 備 金 373,490
そ の 他 18,093 そ の 他 資 本 剰 余 金 240,019
投資その他の資産 719,169 利 益 剰 余 金 9,559,090
投 資 有 価 証 券 51,930 利 益 準 備 金 14,012
関 係 会 社 株 式 15,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 9,545,077
関 係 会 社 出 資 金 32,836 繰 越 利 益 剰 余 金 9,545,077
関 係会社長期貸付金 347,056 評 価 ・ 換 算 差 額 等 18,595
繰 延 税 金 資 産 82,001 その他有価証券評価差額金 18,595
敷 金 220,046
そ の 他 40,387
貸 倒 引 当 金 △70,089 純 資 産 合 計 10,620,736
資 産 合 計 13,190,708 負債・純資産合計 13,190,708
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損 益 計 算 書
（2020

2021
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,352,912
売 上 原 価 2,195,286

売 上 総 利 益 3,157,626
販売費及び一般管理費 2,175,981

営 業 利 益 981,645
営 業 外 収 益
受 取 手 数 料 5,547
受 取 利 息 及 び 配 当 金 40,555
助 成 金 収 入 21,708
契 約 精 算 益 6,441
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 352,313
そ の 他 1,574 428,141

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,496
株 式 交 付 費 8,920
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,848
為 替 差 損 3,925 20,190
経 常 利 益 1,389,596

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 4,578
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 11,018
事 業 構 造 改 善 費 用 17,079 32,676
税 引 前 当 期 純 利 益 1,356,920
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 309,612
法 人 税 等 調 整 額 △2,385 307,226
当 期 純 利 益 1,049,693
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株主資本等変動計算書
（2020

2021
年
年
７
６
月
月
１
30
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 56,050 － 240,019 240,019
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 372,600 372,600 372,600
新株の発行（新株予約権の行使） 890 890 890
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)
当 期 変 動 額 合 計 373,490 373,490 － 373,490
当 期 末 残 高 429,540 373,490 240,019 613,510

（単位：千円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 14,012 8,517,803 8,531,816 8,827,886 3,111 3,111 8,830,997
当 期 変 動 額
新 株 の 発 行 745,200 745,200
新株の発行（新株予約権の行使） 1,780 1,780
剰 余 金 の 配 当 △22,420 △22,420 △22,420 △22,420
当 期 純 利 益 1,049,693 1,049,693 1,049,693 1,049,693
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 15,484 15,484 15,484
当 期 変 動 額 合 計 － 1,027,273 1,027,273 1,774,254 15,484 15,484 1,789,739
当 期 末 残 高 14,012 9,545,077 9,559,090 10,602,140 18,595 18,595 10,620,736
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

２０２１年８月２０日
全研本社株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 垂井 健 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 須山 誠一郎 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、全研本社株式会社の２０２０年７月１日から２

０２１年６月３０日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、全研本社株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
２０２１年８月２０日

全研本社株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 垂井 健 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 須山 誠一郎 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、全研本社株式会社の２０２０年７月１日

から２０２１年６月３０日までの第４５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、2020年７月１日から2021年６月30日までの第45期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年８月20日

全研本社株式会社 監査役会
常勤監査役 保 科 衛 ㊞
社外監査役 前 川 健 嗣 ㊞
社外監査役 佐 藤 孝 幸 ㊞

以 上
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